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－60 （     ）－
理手当受給権のような身体に関わる権利



































































－62 （     ）－
の発生原因及び債務者を知った時」又は「債権を行使することができる時」の
いずれか後に到来した時から，5年又は10年の消滅時効
4 4 4 4
（基本方針案 [3.1.3.49]
〈イ〉）と，「債権を行使することができる時」から30年の消滅時効




























































































































































































































































4 4 4 4 4 4 4 4
に着目するものであって，事実上の障害発生に関
する義務者の態様
4 4 4 4 4 4
について考慮していない点に，注意が必要である。先に見
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－71 （     ）－
することなく，消滅時効が完成したのであれば，権利者は義務者による時効援
用を甘受すべきであろう。したがって，義務者の行為を原因とした事実上の障
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
害が消滅時効の完成時において存在する場合に限って























































































































後の協議から [3か月 /6か月 ]が経過したときは，その時点から時効期間の進行







































６　遠藤浩ほか編『民法注解財産法 I』[山本敬三 ]37，39 ～ 40頁（青林書院，1989年）。なお，
大村敦志『民法読解　総則編』15頁以下（有斐閣，2009年）も参照。
７　この差異は，一般条項をどのような形式で消滅時効法の中に取り入れるかという点にも現
れる。ヨーロッパ諸国の傾向については，Christian von Bar/Eric Clive （eds）, Principles, 
definitions and Model Rules of European Private Law - Draft Common Frame of 
























































－78 （     ）－
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